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現在の地方空港は、民間主導（コンセッション等）による経営構造の転換、深刻なバ

ス・タクシー等の運転手不足、そしてグローバルな課題であるカーボンニュートラルへ

の対応という 3 つの大きな変革期にある。 

本論では、従来の「無料駐車場による集客」や「大型路線バスによる大量輸送」とい

った旧来モデルの成果と課題を整理する。その上で、ランドサイドの収益最大化を担う

「スマートパーキングの導入」、労働力不足を解消し多頻度運航を実現する「自動運転

バスの実装」、そして空港インフラ全体を脱炭素化する「グリーンモビリティ拠点化」

という新たな 3 本柱を提示し、経済的・環境的に持続可能な地方空港アクセスの「ある

べき姿」を総合的に提言する。 
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1. 地方空港を取り巻く環境変化と構造的課題 

 

1.1 地方空港の特殊性とアクセス交通の現状 

本稿における「地方空港」とは、空港法に基づく分類のうち、羽田、成田、関西、伊丹、

新千歳、那覇、福岡といった、既に高度な軌道系アクセス網（鉄道・モノレール等）が整備

され、大量輸送が前提となっている大規模拠点空港を除外した空港群を指す。具体的には、

アクセス手段を主に自家用車や路線バス等の道路交通に依存しており、コンセッション（民

間委託）1や指定管理者制度2など、多様な管理運営手法の導入やその持続可能性が模索・検

証され得る「国管理空港」「特定地方管理空港」および「地方管理空港」を対象として論じ

る。 

大規模空港におけるアクセス整備は、大量の旅客を迅速に輸送するための軌道系交通（鉄

道・モノレール）や高頻度のリムジンバスの整備が前提となる。近年の海外からのインバウ

ンド旅客の急増に対応し、羽田空港をはじめとする大規模空港では更なる軌道系交通の検

討がなされている。しかし、地方空港は基本的に軌道系の交通手段を持たず、「航空便の運

航頻度が低く、ダイヤに偏りがある」「後背地の人口密度が低く、高度な車社会が浸透して

いる」という特殊性を持つ。 

このため、地方空港へのアクセスは必然的に「自家用車（マイカー）」への依存度が高く

なる。一方で、域外からの来訪者（インバウンドやビジネス旅客）等の、マイカーを利用で

きない“交通弱者”のためには公共交通機関の維持も不可欠であり、限られた需要の中でい

かに効率的なアクセス網を構築するかが長年の課題であった。 

ここで、国際線就航空港におけるアクセス交通の実態（図表 1）を見てみる。国際線就航

空港から出国する外国人客の動態調査では、団体用の貸切バスを除く公共交通機関（空港直

行バス、各種鉄道、モノレール等）の合計が約 71%に達しており、高度なインフラに支えら

れた大量輸送モデルが確立されている。しかし、これらの軌道系インフラを一切持たない地

方空港において、この「大都市圏の大規模空港モデル（公共交通依存）」をそのまま踏襲す

ることは不可能である。個別空港ごとのデータを示す図表 2 を見れば明らかな通り、大規模

空港では「鉄道・地下鉄」等の軌道系交通が主力を担うのに対し、地方空港ではバス、タク

シー、レンタカーといった道路系モビリティがアクセスの主役に躍り出ている。したがって、

地方空港においてはこれら道路系モビリティに対応したインフラ整備・運用管理および独

自のモビリティ設計を行うことこそが生命線となる。 

  

                                                   
1 空港の所有権を国や自治体（公的機関）に残したまま、滑走路、ターミナルビル等の運

営・経営権を長期的に民間事業者に委託する「民営化」の仕組み。 
2 地方公共団体が管理する「公の施設」（ターミナルビル等）の管理・運営を、民間事業者

や財団法人などの指定管理者に委託する制度。 
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図表 1：外国人出国空港別最終アクセス交通手段（全国集計値） 

交通手段 旅客数 単位人 構成 単位％ 

空港直行バス 7,392,930 20.8 

貸切りバス 3,130,579 8.8 

路線バス 184,204 0.5 

優等列車 4,780,078 13.4 

鉄道・地下鉄 11,479,636 32.3 

モノレール 1,419,910 4.0 

タクシー・ハイヤー 3,674,138 10.3 

レンタカー 1,390,630 3.9 

その他乗用車 933,958 2.6 

旅客船・フェリー 26,955 0.1 

国内線航空機 326,177 0.9 

その他 530,661 1.5 

不明 305,350 0.9 

合計 35,575,206 100.0 

（出所：国土交通省令和 6 年度国際航空旅客動態調査を基に筆者作成） 

注：本データは大規模空港利用者が 9 割以上を占める全国集計値であり、地方空港では「路線バス・鉄道」の構成比が

極めて低く、「レンタカー・タクシー」への依存度が跳ね上がる傾向にある点に留意されたい。 

 

ただし、地方空港と一括りに言っても、そのアクセス特性には明確な「二極化」の傾向

が見られる点に留意しなければならない。例えば、「旭川」に着目すると、海外からのイ

ンバウンドの主力が団体ツアー客であるため、移動手段の実に 8割強を「貸切バス」すな

わち団体が占めている。これに対し「下地島」では、レンタカーが約 6割を占め、個人旅

行が主力である。したがって、団体ツアー特化型の空港か、あるいは FIT・個人探索型の

空港かによって求められる二次交通対策の優先順位は大きく異なり、個別空港のデータ特

性に最適化したモビリティ設計を行うことこそが、地方空港インフラ管理の生命線とな

る。 
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図表 2：外国人出国空港別最終アクセス交通手段構成 

 

 

 

 

 

 

（出所：国土交通省令和 6 年度国際航空旅客動態調査） 
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1.2 民間関与が進む空港経営と収益構造の課題 

今日、地方空港の経営において、自治体が自ら直接運営を行う体制から脱却し、コンセッ

ションや指定管理者制度等を活用して民間事業者のノウハウや機動性を活かそうとする動

きが広く見られる。国管理空港や特定地方管理空港のみならず、自治体が設置する多数の地

方管理空港においても、硬直的な自治体直営から民間への運営委託へと移行する事例は少

なくない。しかし、近年の観光需要の急激なボラティリティを経験した現在、民間委託スキ

ームが一概に地方空港経営の「唯一絶対の最適解」とは言えなくなっているのも実情である。

経営のリスク分担や、公共インフラとしての持続可能な維持体制の是非については、今なお

多角的な検証が続けられている。3 

この民間主導の空港経営において最も重要な構造的特徴は、「エアサイド（着陸料や駐機

料などの航空系事業）単体での黒字化は極めて困難である」という現実である。航空会社の

就航を維持・促進するためには、着陸料等の引き下げ圧力が常に働く。したがって、空港運

営を担う民間企業は、ランドサイド（駐車場収入、ターミナル内の商業・飲食収入、不動産

収入など）で十分な利益を創出し、空港全体の収支を黒字化させる必要がある。この経営構

造において、広大な面積を占める「駐車場」は、単なる付帯設備ではなく、空港全体の自主

財源や財務健全性を支える「主要な収益基盤」として再定義されなければならない。 

 

  

 

 

  

                                                   
3 コロナ禍の需要急減局面における公的支援の実施やランドサイド料金（駐車場代・賃

料・PSFC 等）の値上げによる利用者の負担増等の検証すべき懸念がある。 

【出所：生成 AI（Gemini Notebook）により筆者作成】 
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1.3 深刻化する二次交通の課題（2024 年問題と運転手不足） 

公共交通機関に目を向けると、構造的な少子高齢化に伴う乗務員の高齢化・大量退職に加

え、労働基準法改正（時間外労働の上限規制等）によるいわゆる「2024 年問題」が直撃し、

極めて深刻なバス・タクシーの運転手不足が顕在化している。 

近年、円安や国策としての観光立国推進を背景に、地方空港へ直接降り立つ、あるいはハ

ブ空港を経由して地方へ向かうインバウンド旅客が急増している。しかし、その受け皿とな

るべき地方空港のアクセス環境は極めて脆弱である。前述の通り、軌道系交通手段が無い地

方空港において、マイカーを持たないインバウンド旅客の頼みの綱となるのはバスやタク

シー等の二次交通のみである。 

具体的には、運転手一人が稼働できる時間の減少に伴い、既存ダイヤの維持が困難となっ

ている。その結果、地方都市では空港と市街地を結ぶリムジンバスや路線バスの減便・路線

廃止が相次ぎ、運行便数が極めて限られる事態に陥っている。 

また、タクシーの待機車両不足も深刻である。「乗り場に車が 1 台もいない」という事態

が頻発しており、到着旅客が長蛇の列を作るといったトラブルが各地で報告されている。4 

これにより、「航空機は就航しているにもかかわらず、空港から観光地や最終目的地まで

の足がない」という二次交通の崩壊危機に直面しており、地方空港をゲートウェイとしたイ

ンバウンド誘客や地域経済の活性化において最大のボトルネックとなっている。 

図表 4：バス・鉄道路線の廃止の状況 

 

(出所：国土交通省交通政策審議会交通体系分科会第 24回資料) 

※本データは空港アクセス限定ではなく、後背地を含む地方部全般の地域公共交通の縮小傾向を示すものである。 

                                                   
4 単純なドライバー不足に加えてタクシーの営業区域規制の問題が生じている場合がある

（3.3 に後述）。 
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2. 自家用車インフラの再定義「スマートパーキングによる収益化と需要管理」 

 

地方空港のアクセス環境において、自家用車インフラは単なる利便性の問題にとどまら

ず、空港の経営基盤そのものである。従来の施策の成果と課題を整理した上で、新たに収益

源としての活用と整備方針を提示する。 

 

2.1 安定収益基盤としてのマイカーアクセス 

地域住民のアウトバウンド（域外への出発）需要において、マイカー利用は地方空港を支

える基盤的需要である。同時に、空港経営においては、駐車場利用者がもたらす駐車料金が

ランドサイドにおける中核的収益源となる。この「安定収益基盤」をいかにマネジメントす

るかが、地方空港の明暗を分ける。 

 

2.2 無料駐車場モデルの限界 

過去において、地方空港の集客策として脚光を浴びたのが、茨城空港などに代表される

「駐車場の完全無料化」である。開港当初は、広域からのマイカー利用客を強力に惹きつけ、

航空需要を喚起する起爆剤として一定の成果を果たした。 

近年の民間主導（コンセッション等）による空港経営への移行局面においては、非航空系

事業（ランドサイド）の収益最大化と独立採算制の確立に向けて、駐車場の有料化や料金水

準の適正化（値上げ）が最優先課題として検討されてきた。しかしながら、自治体が直接管

理運営を継続する非民営化空港の多くにおいては、地域住民への住民サービスや集客維持

の観点から、依然として無料駐車場モデルが維持されているのが実情である。 

だが、インフラとしての自立的かつ持続可能な空港経営を確立する観点からは、この無料

開放の継続は以下に示すような深刻な構造的課題を抱えている。 

 

① 中核的収益源の放棄とインフラ維持コストの不均衡（地方財政の圧迫） 

前述の通り、駐車場は本来空港運営における中核的な収益源である。これを無料化す

ることは、持続可能な空港経営に不可欠な収益機会を自ら手放すことを意味する。さら

に致命的なのは、本来であれば利用料金収入によって回収すべき駐車場の整備修繕費、

舗装補修費、冬場の除雪費用といった多額のインフラ維持管理コストを、自治体の税金

（一般財源）で補填し続けなければならず、地方財政を構造的に圧迫・侵食している点

である。 

② フリーライダー（目的外利用）の横行と「満車リスク」による顧客流出 

航空機の利用者でなくとも、空港レストラン等の利用者が駐車場を利用することは、

空港自体の利用促進の観点から問題はない。しかし、駐車場利用が無料であるゆえに、

空港を利用しない近隣住民の長期駐車や、相乗り等の待ち合わせ場所としての利用が
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常態化する。結果として、繁忙期（大型連休等）に「真の航空旅客」が駐車スペースを

確保できず、航空便の利用自体を諦めるという事態が発生している。これはランドサイ

ドの逸失利益にとどまらず、エアサイドの収益（航空旅客）まで減少させる本末転倒な

状況である。 

 

無料駐車場の代表例である茨城空港の施策を検証すると、大型連休や年末年始などの繁

忙期を中心に駐車場が著しく逼迫し、真の航空旅客の駐車枠が脅かされる構造的課題が顕

在化している5。フライト当日に確実に駐車できる保証（事前予約枠）がないという心理的

な不安そのものが旅客に地方空港の利用を躊躇させ、確実な軌道系アクセスを持つ大都市

圏の拠点空港等へ需要が流出するという、本末転倒な機会損失を生み出している。近隣に拠

点空港が存在する地域においては、単なる一律有料化を行えば旅客流出が懸念されるため、

「無料だから使う」から「確実に停められるから使う」という利便性・確実性を担保した料

金・予約制度への転換が不可欠となる。 

 

【コラム：無料モデルの先駆者・茨城空港における有償スマート化への転換模索】 

無料駐車場の代名詞である茨城空港においても、駐車場の混雑等を背景に、変化の兆し

が現れている。茨城県は「茨城空港のあり方検討会」からの提言を受け、駐車場の設計見

直しと並行し、完全無料制の限界を視野に入れた「駐車場の一部有償化」等の導入に向け

た検討に着手した。無料モデルによる旅客誘因効果を一定評価しつつも、インフラの維持

管理コストを適正に回収し、真の航空旅客に確実に駐車枠を提供するという「持続可能な

管理モデル」への移行は、もはや避けて通れない地方空港共通の課題となっている。 

 

注：目的外利用による混雑がほぼ発生せず、公共交通等の代替アクセス手段が皆無である離島空港や極小規模空港にお

いては、地域住民の生活インフラ保護の観点から、従来通りの基本無料運用や低額な定額制を維持することが合理

的な場合もあり、空港の規模や地域特性に応じた柔軟な制度設計が必要となる。 

 

  

                                                   
5 茨城県「茨城空港のあり方検討会」より。 
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2.3 提言 1：スマートパーキングシステムの実装 

地方空港の駐車場整備は、「利用者の利便性」と「空港の収益最大化」を両立するスマー

トパーキング6へと速やかに移行すべきである。 

 

① ダイナミックプライシング7の導入 

航空需要に合わせて駐車料金を変動させる。閑散期は割安にして需要を喚起し、繁忙

期は価格を上げることで収益を最大化しつつ、満車による機会損失を防ぐ。 

② ナンバー認証システム8と予約システムの統合 

予約システムと駐車場のシステムを連携させる。航空券の購入時に車両ナンバーを

登録させることで、「航空旅客には事前の駐車枠確保と大幅な割引（または実質無料）」

を適用する。一方、事前登録のないフリーライダーには適正な通常料金（または高額設

定）を課し、経済的に排斥・コントロールする。 

 

参考【実装における法的・社会的要件】 

車両ナンバーと航空券予約情報の紐付けは個人情報の取得に該当するが、予約時

に利用目的（駐車枠の確約や料金決済等）を明示し同意を得るプロセスを実装するこ

とで、現行の個人情報保護法下でも問題なく運用可能である。すでに国内の大型商業

施設等でゲートレス駐車場（車番認識）の導入が急速に進んでおり、利用者の心理的

ハードルも大きく低下している。 

 

これにより、地方空港の駐車場は「単なるアスファルトの広場」から、「確実な収益を生

み出し、旅客の利便性を担保する高度なインフラ」へと進化する。 

 

  

                                                   
6 最先端の AI技術を活用した、高度駐車場管理システム。 
7 需要と供給の状況に応じて商品やサービスの価格を変動させる戦略。 
8 AI技術とカメラを用いて車両のナンバーを自動で読み取り、文字データ化してデータベ

ースと照合するシステム。駐車場や車両追跡等に利用されている。 
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【諸外国における先行事例とイールドマネジメント】 

スマートパーキングの先行事例として、欧州の主要空港（ロンドン・ヒースロー空港やミ

ュンヘン空港など）の取り組みが挙げられる。これらの空港では、駐車場を単なるスペース

提供ではなく、航空券と同様の「イールドマネジメント（収益管理）」の対象と位置づけて

いる。AI を活用した精緻な需要予測に基づくダイナミックプライシングはもちろんのこと、

ターミナル直結のプレミアム枠、長期間向けの割引枠、さらには係員が車を預かるバレーパ

ーキングや駐車中の洗車サービスなど、利用者のニーズ（WTP9）に合わせた商品の細分化

を行っている。日本国内の地方空港においても、ナンバー認証と予約システムの導入を第一

歩とし、将来的にはこうした付加価値型のパーキングビジネスへと進化させていくことが、

コンセッション経営をはじめとする地方空港運営のさらなる収益力強化の鍵となる。 

 

 

図表 5：無料モデルとスマートモデルの比較 

  

                                                   
9 Willingness to Pay、顧客が製品やサービスに対して「ここまでなら支払っても良い」と

考える最大金額のこと。 

（出所：筆者作成） 
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3. 公共交通機関の維持・高度化「自動運転技術による多頻度運航の実装」 

 

自家用車インフラによる収益基盤の確立と並行し、来訪者（インバウンド・ビジネス旅客）

等、交通弱者のための公共交通機関をいかに維持するかが問われる。これまで述べた通り、

軌道系交通のない地方空港では、バスやタクシー等によるアクセスをどのように取扱うか

がポイントとなる。 

 

3.1 既存の路線バス網の限界と技術的ブレイクスルーの必要性 

地方空港の便数に対して、定員 50 名規模の大型バスを運行させることは、採算性と運転

手確保の観点から限界を迎えている。政府も在留資格「特定技能」の対象に自動車運送業を

追加し、外国人ドライバーの受け入れによる人材確保策等に乗り出している。しかし、旅客

輸送に不可欠な第二種運転免許の取得（日本語での高度な学科試験等）や、きめ細かな顧客

対応、複雑な地理の把握といったハードルは極めて高く、地方の二次交通不足を直ちに解消

する即効性のある根本策とはなり得ないのが実情である。したがって、人的リソースの枯渇

を前提とした公共交通機関における最適解は、車両のダウンサイジング10と自動運転技術を

活用した省人化・多頻度化に求めるほかない。 

 

 

  

 

  

                                                   
10 小型 EV バスは、地方空港の需要適合、コスト面、技術開発面で大型 EV バスに比べ優位となる。 

【出所：生成 AI（Gemini Notebook）により筆者作成】 

図表 6：公共交通の維持・高度化 
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3.2 先行事例：小松空港における自動運転バスの導入 

この最適解を先駆けて実装しつつあるのが、石川県の小松空港と JR 小松駅を結ぶ自動運

転バスの取り組みである。 

2024 年 3 月の北陸新幹線小松駅開業に合わせ、小松市等は小松駅と小松空港（約 4.4km）

間で自動運転バス（レベル 2〜将来的なレベル 4 を見据える）の通年・有償運行を開始した。 

その後、2025 年 3 月 28 日に小松駅から小松空港へ向かうルート全体及び小松空港から小

松駅へ向かうルートの一部区間で運転者を必要としない自動運転車「レベル４」としての認

可を北陸信越運輸局から取得した。11 

 

① 事例の優位性 

運転手不足という最大のボトルネックを技術で解消し、「運転手の人件費（変動費）」

を「システム投資（固定費）」へと転換した点にある。これにより、便数の少ない地方

空港であっても、新幹線のダイヤや航空便に合わせて「待たずに乗れる」多頻度運航（シ

ャトル運行）を持続的に提供することが可能となる。 

※ 事業リスク軽減には「固定費の変動費化」が一般的であるが、人手不足に直面する交通事業においては、便

数に比例して膨らむ人件費（変動費）を、システム投資（固定費）へ転換することで、「需要に応じた多頻

度運航」を可能にする。 

② レール＆フライトの実現 

広域鉄道網（新幹線）の主要駅と空港を自動運転バスで高頻度かつシームレスに繋ぐ

ことで、地方空港の弱点である二次交通の脆弱性を克服する次世代のモデルケースと

なっている。実際の利用状況としても、2024 年 3 月 9 日の運行開始から 195 日目の 9

月 19 日に 1 万人を達成（従来のコミュニティバスに比べて倍以上）12。新幹線からの

乗り継ぎ客を中心に高い乗車実績を記録しており、最新技術に対する利用者の受容性

が確認されている。今後は速度の向上や、他の交通機関とのより緊密なダイヤ連携が課

題として見据えられている。 

 

  

                                                   
11 「レベル４」および「レベル 2」の区間が混在するため、有人での運行を実施。 
12 小松市 HP より。 
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図表 7：自動運転バスの走行ルートとレベル 4 認可対象経路（2026 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

3.3 提言 2：観光型 MaaS13への統合とモビリティ・ハブ化 

自動運転バスに加え、より広域・散在的な目的地へのアクセス手段として、航空便に連動

したデマンド型乗合タクシーを整備する。そして、これら（航空券、自動運転バス、デマン

ドタクシー）の予約と決済を、スマートフォン上で単一のアプリケーションとして完結させ

る「観光型 MaaS」を導入する。 

来訪者が「空港に着いてから移動手段を探す」のではなく、「出発前にすべての移動手段

が確約されている」状態を作ることが、地方空港経由のインバウンド誘客における必須条件

となる。 

特に、タクシー・バス運転手の絶対的不足に直面する地方部においては、2024 年に解禁

された日本版ライドシェア（自家用車・一般ドライバーの活用）をデマンド交通システムと

緊密に連携させ、空港発着の二次交通の供給能力を機動的に補完するスキームの構築が極

めて有効な選択肢となる。 

 

  

                                                   
13 Mobility as a Service、地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対

応し、複数の公共交通や移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で

行うサービス。 

（出所：小松市 HP） 
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【配車アプリによる適法バイパスの構造】 

MaaS の導入にあたっては、「DX」以前の制度的な壁が存在する点に留意が必要である。

例えば、北海道・旭川空港では、インバウンド旅客が急増しているにも関わらず、かつては

空港乗り場でのタクシー手配が困難であった。この要因は、道路運送法第 20 条に規定され

る「営業区域規制」により、主要な車両資源を抱える「旭川交通圏（旭川市等）」のタクシ

ーが、大雪山交通圏に属する東神楽町の空港で不特定多数の「流しの客待ち営業」をするこ

とは、営業区域外旅客の運送を禁止した同法の本則に抵触するため制限されており、これが

空港におけるタクシー不足の一因となっていた。 

これに対し、2024 年 7 月に旭川空港で導入されたタクシーアプリ等の取り組みでは、こ

の制度的障壁を技術と法解釈の組み合わせにより解決している。 

同法第 20 条が禁止する「区域外運送」の定義（発地及び着地のいずれもがその営業区域

外に在る旅客の運送）の反対解釈、すなわち「乗車地（発地）または降車地（着地）のいず

れか一方が自社の営業区域内であれば運送可能である」というルールに着目したのである。

利用客がアプリ上で目的地（旭川市内等）を事前に指定して配車依頼（迎車予約）をかける

ことにより、旭川交通圏の事業者が「予約配車（迎車待機）」として合法的に空港でお迎え

することが可能となった。つまり、流し営業としての「空車での空港客待ち待機」は違法で

あるが、アプリを通じて乗車前に発着地を適法にマッチングさせることで、「空港での予約

待機」という形式をシステム的に構築したのである。 

しかしながら、こうした制度的バイパスを講じた後もなお、実務上の課題は完全に解消さ

れたわけではない。地域全体における乗務員・車両の慢性的な供給力不足により、アプリ上

で配車依頼をかけてもマッチングせず「結局車が来ない」というケースが発生している。こ

の事態を受け、「営業区域外運送の特例運用（区域外タクシーによる空港での客待ち待機解

禁等）を行う実証実験」に着手するなど、官民が一体となり直接的な規制緩和の試みを推進

している。 

このように、MaaS の実装においては単に民間アプリによる法解釈のバイパスに依存する

だけでなく、「アプリロジックによる適法化」と「行政と連携した規制緩和実証」を両輪で

進めるアプローチこそが、実務的に最も即効性があり極めて強力な鍵となる。  
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4. カーボンニュートラル実現に向けた空港アクセスの再構築 

 

世界的な脱炭素化（GX：グリーントランスフォーメーション）の潮流において、空港は

「CO2 排出拠点」から「クリーンエネルギーの拠点」への脱皮を求められている。地方空港

のアクセス整備においても、カーボンニュートラルの視点は不可欠であり、これは同時に新

たな「ランドサイド収益」を生み出すチャンスでもある。 

 

4.1 提言 3：駐車場インフラの脱炭素化と新たな収益モデル 

地方空港が持つ最大の強みである「広大な平面駐車場」を、再生可能エネルギーの生産拠

点として徹底的に活用する。 

 

① ソーラーカーポート（太陽光発電屋根）の全面設置 

駐車場全面に太陽光パネルを搭載した屋根（カーポート）を設置する。これにより、

空港ターミナルビルの消費電力を再生可能エネルギーで賄うとともに、余剰電力を売

電し、新たなランドサイド収益を獲得する。同時に、利用者の車両を雨や雪、夏季の直

射日光から守ることで、駐車場の付加価値（顧客満足度）が向上し、駐車料金引き上げ

に対する受容性を高めることができる。 

② EV 充電インフラの拠点化と V2G の推進 

駐車枠に普通充電器および急速充電器を多数配備する。出張や旅行で「数日間駐車し

ている間に満充電にしておいてほしい」というニーズは高く、EV 充電サービスをプレ

ミアム駐車料金として設定することで収益化を図る。さらに将来的には、駐車中の多数

の EV を巨大な蓄電池として扱い、地域電力網と需給調整を行う「V2G（Vehicle to Grid）」

の拠点化を推進する。具体的には、長期間駐車される EV のバッテリーを空港側が一時

的に借り受け、昼間の太陽光発電の余剰を充電し、夜間の電力ピーク時にはターミナル

ビルへ放電する。この需給調整（バッテリーの貸与）に協力した自家用車利用者には、

インセンティブとして「駐車料金の大幅割引や無料化」を提供し、帰着時には満充電を

保証する。一方、空港管理者側はターミナルビルの電気代削減や、電力市場での取引（仮

想発電所としての機能）による新たなランドサイド収益の獲得という大きなメリット

を享受できる。 

また、V2G インフラの整備は、大規模地震や巨大台風等の自然災害発生時における

「空港の防災レジリエンス強化」にも直結する。停電時においても駐車場に停泊する多

数の EV からターミナルビルや避難スペースへ電力を逆供給（V2B/V2X）することで、

防災拠点・災害救護拠点としての機能を継続維持できるという極めて重要な防災上の

副次効果をもたらす。 
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【欧州主要空港における V2G・スマートチャージングの先行事例】 

諸外国においても、空港駐車場が持つ「大量の EV が数日〜数週間にわたり長期滞留

し、出庫（帰着）時刻がフライト情報により正確に予測可能である」という優位性に着

目し、V2G を組み込んだエネルギーハブ化の取り組みが加速している。 

例えば、コペンハーゲン空港（デンマーク）では、EUのHorizon 2020助成事業「ALIGHT」

プロジェクトの一環として、約 14,500 台規模の駐車場インフラを活用したスマートチ

ャージングおよび V2G の実証を展開している。滞留する EV のバッテリー群をバーチ

ャル蓄電池として集約し、ビル電力需要ピーク時の負荷削減（ピークシェービング）や

地域電力網の需給調整市場への調整力提供による収益化を図っている。 

また、英国では、大手配電事業者（UK Power Networks）がロンドン周辺等の主要空

港駐車場を「グリッドの柔軟性を生み出す眠れる巨大蓄電池（Sleeping Giant）」と定義

し、数 GW 規模の V2G 分散型電源化プロジェクト（Park and Flex）を進めている。国

内の地方空港においても、こうした欧米の先進モデルを参考に、単なる充電器の設置に

とどまらない系統貢献型エネルギービジネスへの展開が期待される。 

 

【V2G 実装におけるロードマップ】 

V2G は極めて有望なエネルギービジネスモデルであるが、EV 普及率や電力網の接続制限

を考慮し、空港管理者は以下の時間軸に沿ったロードマップを構築する。 

 

フェーズ 1：インフラ整備と利便性向上（1〜3 年目） 

・ 駐車場への「ソーラーカーポート」の設置と、一定割合の駐車枠への通常 EV 充電イン

フラの整備。 

・ 充電付きプレミアム駐車枠としての切り出しと、ターミナルへの自家消費による電気代

の削減。 

フェーズ 2：V2B（Vehicle to Building）への展開（3〜5 年目） 

・ EV 普及に合わせ、駐車中の EV から空港ターミナルビルへの逆放電システムを稼働

（V2B）。 

・ フライト予約と連動し、昼間の再エネ余剰時に EV に充電し、夕方・夜間のビル消費ピ

ーク時に放電。協力した航空旅客には、駐車料金の半額化・満充電保証等の特典を付与。

空港側はビルの「ピークカット（基本料金削減）」を達成。 

フェーズ 3：V2G の本格稼働（5 年目以降） 

・ EV が繋がる駐車場全体を「巨大な仮想蓄電池」と見なし、系統電力（Grid）へ充放電を

行う。 

・ 卸電力市場や需給調整市場での電力取引によるランドサイド収益の獲得。 
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図表 8-1：V2G サイクル 

 

 

 

 

図表 8-2：地方空港駐車場の V2G 化 

 

 

 

  

【出所：生成 AI（Gemini Notebook）により筆者作成】 

【出所：生成 AI（Gemini Notebook）により筆者作成】 
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4.2 公共交通のゼロエミッション化とグリーンエネルギー拠点化 

 

アクセスを担う公共交通機関についても、脱炭素化を強力に推進する。 

前述の小松空港のような自動運転バスを導入する際、そのプラットフォームとなる車両は

必然的に EV（電気自動車）となる。また、空港敷地内に超急速充電ステーションや水素ス

テーションを併設し、周辺地域の脱炭素モビリティに対するエネルギー供給拠点（グリーン

エネルギーハブ）としての役割を担うべきである。 

 

 

図表 9：次世代地方空港 

 

 

  
【出所：生成 AI（Gemini Notebook）により筆者作成】 
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5. 結論と総合提言：地方空港アクセスにおける「あるべき姿」 

 

以上の分析を踏まえ、今後の地方空港におけるアクセス交通整備の優先順位と「あるべき

姿」を以下のように提言する。 

 

【第一優先：ランドサイド収益と脱炭素の基盤構築（自家用車インフラ）】 

無料駐車場という過去の遺物から脱却し、スマートパーキング（ダイナミックプライシン

グ・ナンバー認証）による徹底した収益化と需要マネジメントを行う。これにより、空港経

営を支える強固な「安定収益基盤」を確立する。 

駐車場を単なる車庫ではなく、「ソーラーカーポート＋EV 充電ハブ（V2G 拠点）」として

再整備し、環境価値の創出と新たな非航空系収入（エネルギー事業）を両立させる。 

 

【第二優先：労働力不足に打ち克つ公共交通の再構築（自動運転・MaaS）】 

採算の合わない大型路線バスの新規開設・維持を見直し、地域の主要結節点（新幹線駅等）

との間を EV 自動運転バスによる高頻度シャトルへ移行する。 

ラストワンマイルはデマンド交通で補完し、これらを観光型 MaaS としてデジタル上で完

全に統合し、来訪者のシームレスな移動を保証する。 

 

【総括】 

民間関与が進む新たな経営構造へのシフトや過渡期の環境下における地方空港の生き残

り戦略は、エアサイドの拡大だけでは成立しない。 

アクセスインフラを「単なる移動の手段」としてではなく、「空港経営を支える主要な収

益基盤（スマートパーキング）」「最先端技術の実証拠点（自動運転バス）」、そして「地域の

グリーンインフラ拠点（再エネ・EV ハブ）」として総合的にプロデュースすること。 

この『経済的持続性（収益と省人化）』と『環境的持続性（脱炭素）』のデュアル・アプロ

ーチこそが、次世代の地方空港が目指すべき真の「あるべき姿」である。 

本稿で提示した次世代モデルが、自治体等の政策立案や各空港運営における具体的な事

業計画策定の参考となり、地方空港が持続可能な形で地域経済を牽引する中核インフラと

して発展していくことを期待する。 
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